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１　はじめに

　世界経済危機を背景に、わが国でも、学卒者の

就職率は低迷し、若年失業率も 10％近い高水準

で推移している。特に、高卒労働市場では、正規

雇用の求人数がバブル期の半分程度に減少すると

同時に、大学進学率の上昇が続いている。地域労

働市場では、進学して域外に移動できず、地元で

正規に就職することもできない高卒者が、非正規

雇用に従事し、あるいは無業化する傾向がみられ

る。

　しかしながら、今のところ、地域の高卒労働市

場の需給ミスマッチの拡大を引き起こす要因を包

括的に明らかにする研究はほとんど行われておら

ず、高卒労働市場を抜本的に改革する方策は明ら

かにされていない。

　そこで本研究では、今世紀における地域データ

を用いて新規高卒労働市場の需給ミスマッチの規

定要因を解明するなかで、非正規雇用化や進学率

上昇などが地域労働市場に与える影響を明らかに

し、高卒労働市場システムを見直して個々の状況

に合わせた雇用対策の可能性を論じることを目的

とする。

　厚生労働省は、2011 年 3 月末に卒業予定の高

校生の就職内定率は 2010 年 11 月時点で 70.6％で

あったと発表した。就職を希望する高校生に雇用

機会を確保することは、経済的な自立を可能にす

るばかりではなく、職業生活に必要な技能・知識

習得の機会を得ることをも可能にする。したがっ

て、高校生にとっては、就職活動を通じて雇用機

会を得ることは大変に重要である。しかし、労働

需給のミスマッチがあると、安定した雇用機会を

得られず、無業化するリスクも高くなる。

　長谷川（2009）が行った地域労働市場の需給の

ミスマッチの決定要因に関する研究では、地域労

働市場の需給ミスマッチの決定要因は複合的であ

る。需要側の要因として、経済のグローバル化に

よる産業集積や空洞化の影響、供給側の要因とし

ては、少子高齢化による若年人口変動や社会的環

境の変化があげられる。この論文では、労働市場

の不均衡を測るミスマッチ指標として失業率だけ

でなく無業率も用い、それらを被説明変数とする

「ミスマッチ関数」を推定した。需給ミスマッチは、
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失業率を高める場合ばかりでなく、無業率を高め

る場合、失業率と無業率の両方を高める場合があ

る。特に、若年者の場合、非正規雇用比率が高い

ほど、失業率も無業率も高まるなど、雇用の非正

規化が需給ミスマッチを大きくしていることを明

らかにした。

　実際、職業経験が少ない若年者の失業は、今後

の人生に大きな影響を及ぼす可能性が高い。なぜ

なら、学校卒業後すぐに失業し、非正規雇用で働

いた場合、正社員として必要な技能・知識が必要

とされない。つまり、若年者が正規雇用ではなく、

非正規雇用に就くことは、正社員として必要な技

能・知識習得の機会を失うことを意味する。この

ため、若年者が非正規雇用から正規雇用を希望し

ても、技能・知識不足を理由に正規雇用につきに

くくなる。非正規雇用を続ける場合、年長フリー

ターや無業者になるリスクをかかえ込むことになる。

　これに対し、大学進学率が上昇することは、若

年層にとっても、経済全体にとっても、進歩と考

えられてきた。しかし、進学率が上昇するととも

に、高卒労働市場は質量両面で劣化し、従来の新

規高卒予定者の就職支援の制度・慣行は、労働需

給をマッチングさせる機能を失っているのではな

いか。だとすれば、もはや、高卒労働者に対する

就職支援の在り方を抜本的に見直す必要があるの

ではないか。

　そこで以下では、第 1 に、若年労働市場を中心

とする需給ミスマッチを論じた先行研究について

紹介する（第 2 章）。第 2 に、新規高卒予定者に

対する就職支援の制度・慣行を取り上げ、その抱

える問題点について論ずる（第 3 章）。第 3 に、

このような地域の高卒労働市場における新規高卒

者の県内・県外就職のメカニズムを説明する不均

衡労働市場モデルを組み立てる（第4章）。第4に、

不均衡労働市場モデルから得られる誘導方程式を

理論的基礎とし、地域の新規高卒労働市場におけ

る県内就職率の決定要因に関する実証分析を行う

（第 5 章）。第 5 に、以上の分析から得られたファ

インディングを整理し、その政策的含意を明らか

にしたうえ（第 6 章）、高卒者の就職支援の制度・

慣行の抱える問題点を解決するために必要な改革

提言を行う（第 7 章）。

２　先行研究

　これまでも国全体の労働市場のミスマッチに関

する研究は非常に多くなされてきた。一方地域労

働市場の需給ミスマッチに関する計量的研究とし

ては、まず地域労働市場でみられる地域の格差を

求人と失業率から分析した研究があげられる。太

田（2005）は、労働移動性向が失業率を抑制する

効果に着目し、若者の労働移動性向が弱まってい

ることを明らかにしたうえで、地元に残る若者の

ために域内の独自性豊かな公共職業訓練など若年

雇用対策の必要性を述べている。勇上（2005）は、

失業率が高い地域ほど求職意欲喪失効果が大きく、

このことが若年者のニート化を進めることから、

地域の事情に即した雇用対策の必要性を説く。

　また現在わが国では、自治体レベルの雇用創出

に関する研究は蓄積されており、産業構造と雇用

との関係性を明らかにした研究では杉浦（2006）、

伊藤（2010）があげられる。杉浦（2006）による

と、地域の産業構造の変化に沿った就業構造が見

られるなかで、特に若年層では特定の業種でパー

トタイム雇用などの非正規雇用率が高くなってい

ると指摘する。また地域内で雇用創出が可能な産

業構造に特化させることが失業率の低下につなが

ると述べる。伊藤（2010）は、地域間雇用格差は

地域の産業構造で異なり、今後国だけでなく地域

も一緒に地域特性と産業特性を考慮した戦略的企

業誘致に関わることで雇用を創出する必要性を述

べる。

　また有賀（2007）は新規高卒者労働市場に着目

し、1980 年代以降大学数の急増など背景とした

大学進学率の上昇を背景として、新規高卒者労働

市場の求職者の「質」の劣化がみられ、それに伴

い、需要側では高卒求人が減少する可能性がある

こと、また府県間就職移動率も減少していること

を指摘している。

　一方欧州の地域雇用対策に関する研究に関して

は、Eichhorst, W., Kaufmann, O., Konle-Seidl, R, 
(eds) （2008）、井口、長谷川（2010）は、欧州で

は構造的失業が高くなってきたことに伴い、失業

対策として積極的労働市場政策を採用し、失業給

付、社会給付などの社会保障のみに頼らず、社会
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保障を受けながら、できる仕事から始め、段階的

に安定的な仕事に移行するという社会保障と雇用

の連携によって、失業率を減少させる「仕事への

復帰」（activation）が広く実施されるようになっ

てきたと述べる 1）。

３　新規高等学校卒業予定者の就職決定までのプ

ロセス

　通常高校生は高等学校在学中に短大、大学、専

門学校等への進学又は就職という進路を選択 2）し、

就職を選択した高校生は 3 年次に就職活動を行う。

そして彼らの一般的な就職活動は、大学生や転職

者が行う就職活動とは異なり、高校生対象の限ら

れた「学卒市場」で 3）、高等学校等の管理のもと

で行われる。

　まず対象となる求人は、求人者が事前に管轄ハ

ローワークに申込みを行った求人票に基づくもの

である。そして求人者による管轄ハローワークへ

の求人申込み開始時期、学校から企業への紹介開

始日、採用選考開始期日は国や都道府県で一律に

定められている。また高等学校で高校生に対し行

う紹介数（推薦数）は、生徒 1 人に対し、1 社の

み推薦と規定している。ただし平成 21 年 12 月 1
日以降は、生徒 1 人 2 社までの複数応募・推薦が

可能となっている 4）。また適正な募集や採用が行

われるように、厚生労働省策定の「新規学校卒業

者の採用に関する指針」や「青少年の雇用機会の

確保等に関して事業主が適切に対処するための指

針」が策定されている。大阪府では平成 21 年度

の場合、表 1 のような流れで採用選考が進められ

た。

　このように高校生への就職斡旋を公共職業安定

所（ハローワーク）と高等学校が分担・連携して

1） Activation はまず米国、イギリスで始まり、その後デンマーク、オランダ、スイス、ドイツ、最近ではフランス、スウェーデンで

実施されるようになった。

2） 本論文における就職は、正規雇用を想定している。高校生の卒業後の選択肢として、高等学校在学中は、大学・短大・専門学校等

への進学や就職を選択する割合が高いと考えられるが、高等学校卒業後は結果的に、進学、就職だけでなく、非正規就労、無業も存

在する。

3） 高卒予定者は概して職業経験がなく、専門知識を持たないなかで、就職活動を行わなくてはならず、このため、高卒予定者に特化

した専用の学卒求人に基づき就職活動を行うこととなる。

4） 大阪府の場合を記載している。複数応募・推薦の開始日は、自治体で異なる。

表１　平成 21 年度求人申込みから採用までのフローチャート（抜粋）（高等学校の場合）

求人申込み・

求人連絡等

事項

求人申込み開始時期 6 月 20 日以降

申込先 求人者管轄ハローワーク

求人票 高卒用求人票（ハローワーク所定の用紙）

作成方法 職種別に作成

求人連絡 7 月 1 日以降に

返戻

求人票の写しを求人者が学校及び学校管轄ハローワークへ

直送（この場合、「○○高校求人票送付済」と朱書きで表

示すること）

紹介（推薦）

応募書類

9 月 5 日以降 応募書類を学校から企業に送付する

近畿高等学校統一応募用紙

上記以外の求人者独自の社用紙は一切認められない。

採用選考　開始期日 9 月 16 日以降

採否通知 選考後はできるだけ速やかに採否を決定

採否結果の通知は、学校及び受験生に各一通作成し、学校

へ送付、不採用の場合は、その理由を具体的に明記し、応

募書類とともに学校に送付

（出所）平成 21 年度「採用と人権」（2009）大阪府商工労働部雇用推進室　pp4～5 に基づき筆者作成
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行うのは、早期採用選考を防止し、求人秩序を確

立することにより、授業時数を確保するなど高等

学校教育の充実を図るとともに生徒の適正な推薦・

選考を行うためである 5）。

　文部科学省の学校基本調査によると、新規高等

学校卒業予定者の就職経路は、主に職業安定所ま

たは高等学校を通じた紹介によるものが大半で、

全国平均で全体の就職数の約 75％を占めている。

ところがその一方で、現在就職後 3 年以内に離職

する高卒者は約 5 割に達する。

　新規高等学校卒業予定者の就職は、学生から社

会人への転換を意味し、その就職先は技能や知識

の習得を含む今後の継続的なキャリア形成の可否

を決定づけるため大変重要である。そのため高卒

者の早期離職はキャリア形成の中断を意味し、こ

れが将来長期失業、無業につながる可能性がある。

このような早期離職の原因として、高等学校にお

ける就職希望者への進路指導・紹介システムが考

えられる。

　まず高等学校における就職希望者への進路指導・

紹介システムのもとでは、現在、主に就職担当の

高校教員により限られた時間の中で就職指導が行

われ、高校生による求人内容の研究を十分に行う

ことなく 6）、学業成績順に求人を割り振っている。

本人の適性を重視する実践的なキャリア・カウン

セリング能力を持つ教員による、本人の能力、適

性にあった求人の斡旋が困難であること、学業成

績や希望求人との内容の相違等の制約により選択

できる求人のオプションが少ないこと、また求人

に対するサーチの時間や情報の制約による情報の

非対称が、卒業後の不本意な就職による早期離職、

非正規雇用、無業など新規高卒労働市場の需給ミ

スマッチを引き起こしている可能性がある。現在

自治体は独自にキャリア・コンサルタント等外部

人材を活用し、高校生へのキャリア・カウンセリ

ングや企業訪問などの分野で高等学校と連携し、

マッチングのためのサポートを行うようになって

きた。しかし職業指導や、応募先決定などの意思

決定は学校側で行われており、高等学校と外部人

材の連携の強さやキャリア教育の内容は、担当教

員のキャリア教育への理解の程度で大きく変わる

ことから、今後高等学校におけるサポート体制を

充実させる必要がある。

　次に、求人数の量と求人の質の低下も需給ミス

マッチを引き起こしている可能性がある。

　太田（2005）は、県外就職が県内の若年失業率

を抑制する効果をあげるが、最近若者の「地元志

向」が強まっており、その背景の一つとして県外

求人数の減少、質の低下を指摘している 7）。もし

「地元志向」が強まり、高等学校卒業予定者が地

元での就職を希望するにもかかわらず、企業訪問

等による高等学校と企業との情報交換、連携が不

十分なため 8）に、双方の情報が正確に伝わらず

その結果学卒求人が減少し、また求人の質の低下

が起こっているとすれば、こうした事情も未充足

求人の発生などの需給ミスマッチを引き起こす原

因の一つであると考えられる。

４　地域の新規高卒労働市場の理論的考察

　前章では、高等学校における現在の就職指導・

紹介システムにみられる需給調整機能の限界につ

いて論じた。4 章では、現行のシステムのもとで

高等学校を卒業した新規高卒者と求人との関係を、

誘導形方程式を用いて表すこととする。

　地域の新規高卒労働市場は、高卒者への労働需

要と高卒者の労働供給で構成される。

5） 採用選考期日等は、全国高等学校長協会や主要経済関係団体の意見を踏まえて決められ、厚生労働省と文部科学省との共同通知と

いう形で周知されている。文部科学省、厚生労働省（2001)
6） 2006 年 11 月「高等学校におけるキャリア教育の推進に関する調査研究協力者会議報告書」のなかで、キャリア教育推進に望まれ

る 15 の方策が提言され、「キャリア教育を推進するための校内体制作りと外部との連携組織」「社会人講師等、外部人材の積極的活用」

も盛り込まれた。その後様々なキャリア教育に関する報告書の中で、キャリア教育の重要性を指摘している。労働政策研究・研修機

構（2010）

7） 太田（2005）

8） 学校教育法第 3 条に基づく高等学校設置基準による専門教育を主とする学科（工業科や農業科、商業科など）では、共同研究を通

じ企業との結びつきが強いところもある。このような状況においては、企業も高校も互いの状況とニーズを知ることが可能であり、マッ

チングを容易にする。
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　　Di : i 県の高卒者への労働需要

　　Si : i 県の高卒者の労働供給

　そして労働需要も労働供給もいくつかの要因か

ら成り立っている。

　まず高卒者への労働需要は、以下の要因からな

るものとする。

　Din1i : 　i 県内の 1 次産業からの求人

（正規雇用を想定）

　Din2i : 　〃　　   2 次産業からの求人

（正規雇用を想定）

　Din3i : 　〃　　   3 次産業からの求人

（正規雇用を想定）

　Doui : 　i 県外からの求人　（正規雇用を想定）

　また需給ミスマッチを示す指標としては

　Vi : 　i 県内の未充足求人

　　　　　（採用活動前と活動中はゼロ、採用活

動後のみ正）

が考えられる。

　次に、高卒者の労働供給は、以下の要因からな

るものとする。

　Ti： 　i 県内の高卒年齢人口

　Ci： 　i 県内の短大・高専・大学への進学者

　Eini: 　i 県内の就職希望者（正規雇用を想定）

　Eoui: 　i 県外の就職希望者（正規雇用を想定）

　需給ミスマッチの指標として

　Etmi: 　i 県内の一時的な仕事に就いた者

　　　　　（就職活動中はゼロ、就職活動後のみ

正）

　Ni: 　i 県内の無業者その他

　　　　　（就職活動中はゼロ、就職活動後のみ

正）

を考慮する。高卒者は、最初から非正規就労や無

業者を希望しているわけではないと考え、就職活

動中はゼロ、就職活動後のみ正となる。

　次に、県内就職がどのように決まるかを明らか

にするために県別の新規高卒労働市場の不完全雇

用均衡モデルを定式化すると、

　Di = Din1i + Din2i + Din3i + Doui - Vi・・・①

（i=1・・47）

　　　　　（Vi は当初はゼロ、均衡点で正）

　Si = Eini + Eoui = Ti - Ci - (Ni+Etmi）・・・②

（i=1・・47）

　　　　　（NiとEtmiは当初はゼロ、均衡点で正）

需給ミスマッチを含んだ各県における不完全雇用

均衡の条件は、

　D i = S i・・③　（ i = 1. . 47）た だ し、 N i , > o ,  
Etmi>0  及び Vi>0
　　ただし、常に Eini< min{Si, Di} であり、

　　均衡点では、Eini=Si-Eoui - (Ni + Etmi) =Di-Vi
となる 9）。

　これらを Eini について解けば、新規高卒者の

県内就職者数 Eini を決定する 2 つの誘導型方程

式を得ることができる。

　Eini =   Ti   －   Ci   －   Eoui   －（Ni+Etmi）④

　　i 県の 18 歳人口　i 県の進学者数　i 県外就職者数　i 県の無業者及び

非正規雇用者数

（i=1..47）

　= Din1i + Din2i + Din3i  + (Doui - Eoui) － Vi・⑤

　　　　　県内就職者　　　県内外需給バランス　未充足求人

（ i=1..47）

　したがって、新規高卒者の県内就職者数は、県

内求人や 18 歳人口、進学者数、県外就職者数だ

けでなく、需給ミスマッチ（無業者、非正規雇用

者、未充足求人）発生によって影響を受ける。ま

た県内需要だけでなく、県外の労働市場の影響も

受けることになる。

　また、県内就職率は、新規高卒者に占める県内

就職者の比率と、新規高卒就職者に占める県内就

職者の比率の 2 種類が考えられる。

　新規高卒者に占める県内就職者の比率は

　Eini/Ti = 1 - Ci /Ti - Eoui/Ti - Ni/Ti - Etmi/Ti
で表される。即ち、進学、就職（県内・県外）・

無業・一時的労働など多くの選択肢の中で、県内

就職をした高卒者の割合を示す。

　新規高卒就職者に占める県内就職者の比率は

　Eini /Si = １ - （Eoui /Si）
　となり、就職した新規高卒者のうち、県内就職

9） レイヤール・ニッケル・モデルを現代の多様な雇用形態に対応する形にするため、長谷川（2009）において、拡張されたレイヤー

ル・ニッケル・モデルを作成した。不完全雇用均衡の条件はこのモデルに基づく。（文末付録参照）
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をした高卒者の割合を示す。

　これらの数値が大きければ、地域労働市場のミ

スマッチが小さいことを示す。

５　計量モデル

　本章では、誘導型方程式から導かれた理論的枠

組みを基礎に計量モデルを設計し、県内就職率の

決定要因を明らかにする。用いるデータは、47
都道府県の暦年数値とし、2002 年から 2007 年ま

でについてプールし、最小二乗法による多変量解

析により、計量方程式を推定することとする。

◎計量モデルの概要

Yji ＝ a0 + a1X1 + a2X2 + a3X3 + a4X4 + a5X5 
　　   + a6

X6 + u（ji=1 又は 2）（ただし u は残差項）

・被説明変数

　Y1 : 全新規高卒者に占める県内就職率

　Y2 : 新規高卒就職者に占める県内就職率

・説明変数

　X1 : 一人当たり雇用者報酬

　X2 : 若年人口比率

　X3 : 常用有効求人に占めるパート比率

　X4 : 第 3 次産業比率

　X5 : 第 2 次産業比率

　X6 : 進学率

まず被説明変数として、2種類の変数（県内就職率）

を採用する。統計上の特徴は以下のとおりである。

a)　Y1 : 全新規高卒者に占める県内就職率 10）

　文部科学省「学校基本調査」による全新規高卒

者に占める県内就職者の割合を示す。これは、就

職（県内又は県外）、進学、一時的な仕事など様々

な選択肢があるなかで、新規高卒者が県内就職を

選択した場合を示す。

b)　Y2 : 新規高卒就職者に占める県内就職率 11）

　文部科学省「学校基本調査」による就職した新

規高卒者に占める県内就職者の割合を示す。これ

は、新規高卒者が就職を選択する場合に、県外就

職でなく県内就職を選択した場合を示す。

　次に説明変数として、労働供給要因（人口構造）、

労働需要要因（産業構造、パート比率などの要因）、

社会的要因（進学率）を掲げ、それぞれが需給ミ

スマッチをもたらすとの仮説を設定した。

①  X1 : 一人当たり雇用者報酬

　内閣府「県民経済計算」による一人当たり雇用

者報酬とする。全新規高卒者に占める県内就職率

について分析を行う場合は、家計の報酬の高さを

測る代理変数として利用する。新規高卒就職者に

占める県内就職率について分析を行う場合は、本

人の報酬の高さを測る代理変数として利用する。

即ち賃金水準が高い地域は産業集積が進み、雇用

が増加し、新規高卒者が県内就職する傾向がある

ため、県内就職率が高くなるとの仮説をおくこと

ができる。

②  X2 : 若年人口比率

　総務省「住民基本台帳 12）」における若年人口比

率とする。即ち地域の人口構成において、15 歳～

19 歳人口の比率が低いのは、地域から若年者が流

出する結果であり、従って県内就職率が低下する

との仮説をおくことができる。なおデータの制約上、

若年人口を 15～19 歳の年齢層とせざるを得なかっ

た。このため、中学 3 年生から大学 2 年生まで、

含まれる学年に幅があり、大学・短大等への進学

者が含まれていることに注意を要する。

③  X3 : 常用有効求人に占めるパート求人比率

　厚生労働省「職業安定業務統計」における常用

有効求人に占めるパート求人比率とする。ハロー

ワークにおける常用有効求人に占めるパート求人

の比率が高まると、非正規雇用が増加するため常

用高卒求人が減少し、地域における安定雇用が望

めないことから、新規高卒者のフルタイム希望と

の間にミスマッチが生じ、県内就職率が低下する

との仮説をおくことができる。

10） 前章の誘導型方程式では、Eini/Ti に相当する。

11） 前章の誘導型方程式では、Eini /Si に相当する。

12） 「住民基本台帳」は、住民票に基づき集計される統計であり、「国勢調査」は 1 歳刻みで本人の居住地で調査される統計であるため、

「国勢調査」を用いるほうがより実態に近いとの意見があるが、「国勢調査」は 5 年毎に実施される統計であることなどのデータの制

約の関係上、「住民基本台帳」を使用した。
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④  X4 : 第 3 次産業比率

　内閣府「県民経済計算」に基づく第 3 次産業比

率 13）とする。即ち、第 3 次産業の比重が高いと、

多様な就業機会が提供され、新規高卒者の就職ニー

ズに合致しやすく、県内就職率が上昇するとの仮

説をおくことができる。

⑤  X5 : 第 2 次産業比率 14）

　内閣府「県民経済計算」に基づく第 2 次産業比

率とする。即ち、第２次産業の比重が高まると、

製造業現場の仕事が多く、若年層が現場を忌避す

る傾向から、県内就職率は低くなるという仮説を

おくことができる。

⑥  X6 : 進学率

　文部科学省「学校基本調査」に基づく進学率と

する。即ち進学率の高い地域では、新規高卒者の

高学歴化により、高卒就職者が減少することから、

県内就職率が低下するとの仮説をおくことができ

る。新規高卒者の卒業後の進路の選択肢の一

つ 15）であることから変数として採用した。

６　計量分析の結果

　全新規高卒者に占める県内就職率と、新規高卒

就職者に占める県内就職率を被説明変数として、

多変量解析を行った結果は以下のようにまとめら

れる。

　一人当たり雇用者報酬が高い地域ほど、新規高

卒就職者に占める県内就職率は上昇する傾向がみ

られた。しかし全新規高卒者に占める県内就職率

は低下する傾向がみられた。このことは仮説の通

り、賃金が高いほど、県内の市場賃金が留保賃金

を上回る新規高卒者が増加する結果、県内就職者

の比率が上昇する一方で、仮説とは逆に、所得が

高い県ほど親の所得が高まる結果、進学率が上昇

し、新規高卒者全体に占める県内就職者の比率を

低くする効果があることを示している。

　このように、一人当たり雇用者報酬は、高卒者

13） 第 3 次産業には多種多様の産業が存在するが、本稿では「製造業」に対比する「非製造業」で見られるミスマッチ分析のため、「県

民経済計算」に基づく第 3 次産業比率を使用した。

14） 第 2 次産業には多種多様の産業が存在するが、本稿では「非製造業」に対比する「製造業」で見られるミスマッチ分析のため、「県

民経済計算」に基づく第 2 次産業比率を使用した。

15） 高等学校卒業前は進学か就職かという選択肢のなかで進学を選択する可能性が高いが、本稿第 4 章の誘導形方程式で示されるよう

に労働市場は不均衡で、事後的には、就職、進学以外に非正規雇用、無業も存在するため、進学率は就職率と同時決定しないと考え、

変数とした。

表２　高卒地域労働市場における県内就職率の決定要因

説明変数

全新規高卒者に占める

県内就職率

新規高卒就職者に占める

県内就職率

2002-2007 2002-2007

係数 T 値 係数 T 値

一人当たり雇用者報酬 -0.000*** -10.450 0.000*** 8.660

若年人口比率（15 歳～19 歳） -1.364*** -3.089 153.571*** 1.179

常用有効求人に占めるパート比率 -0.186*** -5.499 -84.783*** -8.505

第 3 次産業比率 -0.379*** -5.129 12.203*** 0.560

第 2 次産業比率 -0.150*** -1.820 68.178*** 2.800

進学率 -0.003*** -7.176 0.398*** 3.389

定数項 0.963*** 14.387 4.427*** 0.224

自由度調整済 R2 0.677 0.561

サンプル数 282 282
　　　　　（注）*** は 1％水準で有意、** は 5％水準で有意、* は 10％水準で有意であることを示す。

　　　　　（出所）筆者作成
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の地域労働市場において、労働需給ミスマッチを

縮小する効果と、進学率の上昇などを介して、む

しろ、労働需給ミスマッチを拡大する効果の両面

を持つことがわかった。

　次に、若年人口比率の、新規高卒就職者に占め

る県内就職率に及ぼす影響は統計的に有意ではな

かった。しかし、若年人口比率が高いと、全新規

高卒者に占める県内就職率は低下する傾向がみら

れた。即ち、仮説とは逆に、若年人口比率が高い

地域では、地域の労働需給ミスマッチが高まるこ

とがわかった。

　これは、若年層のデータのなかに、18 歳未満

の中高校生と 18 歳以上の人口が混在している影

響で、進学者が集まる結果、結果的に、域内で就

職する高卒者が少なくなるためと考えられる。

　また、ハローワークの有効求人に占める常用パー

ト求人比率が高い地域では、いずれの県内就職率

も低下した。即ち、仮説の通り、高卒者のほとん

どが正規雇用を希望するなかでの非正規雇用化の

進展は、高卒者の地域労働市場における労働需給

ミスマッチを高める効果があることが明らかになっ

た。

　さらに、第 2 次産業の比重が高まると、新規高

卒就職者に占める県内就職率は上昇する傾向がみ

られた。その一方で、全新規高卒者に占める県内

就職率は低下する傾向がみられた。即ち、製造業

など第 2 次産業の比重が高まると、仮説とは逆に、

高卒者の就職機会自体は増加し、高卒就職者の県

内就職率を高める効果をもってはいるが、高卒者

全体としてみると、製造業などを忌避する傾向が

あるため、仮説の通り、進学又は県外就職を増加

させる効果があることがわかった。

　そして、第 3 次産業の比重が、新規高卒就職者

に占める県内就職率に及ぼす影響は、統計的に有

意でなかった。その一方で、第 3 次産業比率が高

まると、全新規高卒者に占める県内就職率は、低

下する傾向がみられた。即ち、仮説に反し、第 3
次産業の比率の高さは、需給ミスマッチを低下さ

せる効果を有意には発揮しておらず、かえって、

不安定雇用の増加などを通じて、労働需給ミスマッ

チを高めている可能性がある。この点については、

太田（2005）の実証分析 16）においても、第 3 次

産業比率や若者の非正規従業員比率が離職率にプ

ラスの影響を与えるという結果が明らかになった

が、この背後に他地域における優良な雇用機会の

減少による若年者の「地元志向」、若年無業者の

仕事の就業意識の変化を指摘している。

　加えて、進学率が高い地域では、新規高卒就職

者に占める県内就職率は高くなっている。しかし、

進学率が高い地域では、全新規高卒者に占める県

内就職率は低くなっている。即ち、進学率の高い

地域では、高卒就職者自体が減少する結果、仮説

と逆に、需給ミスマッチは緩和されるが、進学者

が増えるため、仮説の通り、高卒者全体でみると、

地域労働市場の需給ミスマッチを高める効果があ

る。

７　結　論

　本稿では、地域データを用いて新規高卒労働市

場の需給ミスマッチの規定要因及び、地域労働市

場に及ぼす影響を明らかにし、雇用対策の必要性

を提言することを目的としている。

　前章までの分析の結果、新規高卒労働市場にお

いては、以下のような問題点が浮かび上がってき

た。

　第 1 に、進学率が高まる結果、かえって、新規

高卒者の地域労働市場の需給ミスマッチは拡大し

ている。

　第 2 に、所得が高い地域ほど進学率が高く、所

得が低い地域ほど、就職を迫られている。

　第 3 に、所得の低い県ほど、所得の高い県への

就職意欲が高まり、その結果、県内の労働市場の

需給ミスマッチは改善しない。

　第 4 に、非正規雇用の拡大が、県内就職率を低

下させ、新規高卒労働市場の需給ミスマッチを拡

大させている点にも、注意が必要である。本来新

規高卒正社員が行う職務と、非正規雇用者の行う

職務とは同一ではなく、この点では高卒正社員と

非正規雇用者は代替的であるといえないが、景気

の変動や少子化、求人・求職の需給ミスマッチ、

16） 太田（2005）
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若年者の職業意識の変化等の理由により、学卒求

人が減少し、一部の産業では非正規労働市場と新

規高卒労働市場が同じ市場になってしまったとも

考えられる。

　一方ドイツでは、高校生の大学等進学率の高ま

りにより、ドイツ国内の労働市場で、2025 年に

向けてどのような職業分野で供給が不足するかと

いう調査・研究が行われた 17）。54 の職業分類に

ついて研究が行われ、学歴別（低学歴、中学歴、

高学歴）人口の変動に伴う労働市場の需要と供給

の予測値から、低学歴層では変化は見られないが、

中学歴層では、労働力の供給不足により産業衰退

の恐れがあり、高学歴層では、労働力の超過供給

が見込まれるという、需要と供給に将来的にずれ

が生ずるという結果を得た 18）。このことは、高

卒労働市場と大卒労働市場は併存することを表し、

ドイツに比べ少子化が進む日本において、高卒労

働市場の供給不足の解決が急務であることを示唆

している。

　以上の結果から、高校新卒者の地域労働市場は、

非常に大きな問題を抱えていることを明らかにで

きた。

　まず高卒者に対する労働需要が低迷する一方で、

賃金・労働条件に改善がみられず、地域労働市場

においては、高卒者が希望を持って働ける職場が

減少している可能性がある。

　次に、就職担当の高校教員が、ハローワークを

経由して集めた地元中心の求人を、生徒の成績の

順番に、大企業から中小企業に割り振る仕組みは、

長年維持されている。就職した高卒者の定着が悪

く、就職後 3 年すると半分が離職する傾向に改善

がみられないのは、高卒者の地域労働市場の変化

に対して高卒者に対する職業紹介システムが対応

できず、機能不全を起こしていると考えることが

できる。そのため進路選択に直面した高卒者個人

にとって、高卒で就職するより、ますます、進学

する方がいい状況が生じつつあると考えられる。

また、就職を選択する場合も、賃金・労働条件が

悪い地元に就職するより、県外に就職する誘因が

高まっていると考えられる。

　また、学業成績等様々な原因に起因して、不本

意な早期離職をしてしまった場合、進路が決まら

ないまま卒業し無業状態である場合など、卒業後

も国、自治体、NPO 等の積極的な就職支援を必

要とする場合もある。

　そこで、今後、高卒者など若年者の地域労働市

場における労働需給ミスマッチの緩和のため、以

下のような対策の具体化、強化が検討されるべき

である。一部の自治体における高等学校へのキャ

リア・コンサルタントの配置や、ハローワークへ

のキャリアカウンセラーの増員等、すでに実施さ

れている施策もあるが、全国的に広く効果的に行

われるべきであろう。

ⅰ）高等学校における進路指導・職業紹介システ

ムの改革

　ａ）就職指導の担当教員に、実践的なキャリア・

カウンセリング能力を身につけてもらうため

に、十分なトレーニングを実施する。

　ｂ）就職指導の担当教員に、可能な限り、企業

訪問の時間を与え、担当教員と企業との連携

を強化する。

　ｃ）県外就職希望者に対し情報提供を強化し、

不本意な県内就職を減らす。

　ｄ）高等学校において 1 学期から職業講座及び

現場実習など１年間の授業を組み込み、職業

及び職業選択に関する生徒の認識を高める。

　ｅ）キャリアカウンセラー及びスクールカウン

セラーを配置して、学校で継続的な職業選択

支援を強化する。

ⅱ）ハローワークにおける新規高卒者向け雇用対

策

　ａ）大学等に進学しない若年層が、個人の適性

を生かし、知識・技能を身につけ、安定雇用

を継続できるよう、専門学校への進学や資格

取得の助成、職業訓練の活用を進め、所得保

障及び奨学金制度を強化する。

　ｂ）ハローワークへのキャリアカウンセラーの

配置を強化するほか、若年層の状況に応じた

17） 筆者は 2010 年 2 月に現地調査を行い、ドイツ　ニュルンベルクにある Institute fur Arbeitsmarktund Berufsforschung において聴取した。

18） ただしドイツ全体のデータに基づく調査であり、ドイツ国内の失業率の地域差等に配慮する必要があるとのことであった。
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効果的な就職促進のための複数のプログラム

を整備する。

　ｃ）早期離職者に対するフォローアップを充実

させるため、ハローワーク等における相談・

支援機能の強化をする。

　このほか、雇用対策全般の改革として、全国一

律の雇用対策ではなく、当該地域の経済活性化や

持続的発展に必要な分野の雇用を重点に雇用対策

を実施できる地域対応の予算・人員を各ハローワー

クに確保するとともに、地域雇用対策を、自治体、

教育委員会、NPO 法人、産業界と連携して円滑

に実施できるネットワークづくりを行うことが必

要であろう。

　ⅲ）自治体における若年層に対する雇用対策

　ａ）中学不登校者を受け入れる定時制高等学校

などを設置し、進路に近接したカリキュラム

を導入する。

　ｂ）生活保護を受給する若年者に、ハローワー

クと協働し、継続的に就労復帰のための支援

を行う。

　ｃ）家族の支援を受けられない若年層に対し、

ハローワークと協働し、住宅確保を含む自立

支援を行う。

　ｄ）若年層の就職促進などのため、ハローワー

クや NPO と提携し、利便性の高い場所にサ

テライトのジョブ・センターを展開する。

　などが考えられる。

　今後の検討課題としては、まず本研究で明らか

となった高卒労働市場に大きな影響を与える「進

学率」の決定要因について研究し、需給ミスマッ

チの決定要因との関わりについて深めていきたい

と思う。次に需給ミスマッチの指標に関し、デー

タの制約上本論文では「県内就職率」を、学科等

に分類せずに一律で算出したが、高等学校の特性

を明らかにするために、データが取得可能であれ

ば全日制、定時制、普通教育を主とする学科、専

門教育を主とする学科等それぞれの「県内就職率」

を用いて需給ミスマッチの決定要因についてより

細かく分析をしたいと思う。そして、欧米諸国と

の比較を行い、人材育成、就職支援体制等国と自

治体、NPO 等との効果的な連携方法について研

究を深めていきたい。

文末付録

　レイヤール・ニッケル・モデル 19）は、労働市

場における失業と欠員の共存を前提とし、労働需

給ミスマッチの原因及び雇用対策の効果を分析す

るために開発された理論モデルである。需給ミス

マッチの指標として失業率をとり、需給関係や雇

用対策の実施によって失業率がどのように変化す

るか分析している。この分析により、労働市場の

内部の多様な雇用形態の労働市場や、労働市場の

19) Bellman, L., Jackman, R., (1996), Layard, R., Nickell, S. J., (1986) を参照

図１　拡張されたレイヤール・ニッケル・モデル
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外部を含めた諸要因が、需給ミスマッチに及ぼす

影響を明らかにすることができる。

　ところが近年の需給ミスマッチの多様化を踏ま

えれば、このモデルでは説明しきれない点がいく

つも存在するため、長谷川（2009）では、このモ

デルを正規雇用、非正規雇用、無業等多様な労働

市場の実情に対応させつつ、積極的労働市場政策

の効果を説明するため以下のように拡張した。

　ここで、DD は労働需要曲線、WW は労働組合

の交渉によって提示される賃金曲線、EE は総雇

用可能性曲線で、ee は、正規雇用可能曲線、L か

らの垂直線は労働供給曲線、LL からの垂直線は、

就職を希望しているものの、就職活動を諦め、労

働力人口と看做されていない者も就職希望者とし

て考え潜在的労働供給者に含んだ場合の労働供給

曲線、u は失業者、ie は非正規雇用者を意味する。

また垂直線 RR と Ŕ Ŕ の間は積極的労働市場政

策の実施によって減少する失業を表す。また N
と L の間は、総失業者数、N と R の間は未充足

求人数を表す。

　このように労働市場においては、求人が必ず充

足されるわけではなく、また求職者が必ず採用さ

れるわけではなく、需給ミスマッチの発生が一般

的であることから企業の雇用量を表す総雇用曲線

EE は、労働需要曲線及び賃金曲線のいずれより

も原点に近い位置に存在する。
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